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第１章 固定電話領域の市場画定 

 

本章では、固定電話領域の市場画定を概観する。 

 

１．サービス市場の画定 

  

サービス市場については、０６年度の市場画定を引き続き採用し、加入と通話を分

けずに両者を一体的にとらえた市場とする。加入部分についてはＮＴＴ加入電話、直

収電話、ＣＡＴＶ電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話の間の選択、通話部分については中継電

話、０５０－ＩＰ電話、ソフトフォンの間の選択と捉える。また、ＮＴＴ加入電話、

中継電話、０５０－ＩＰ電話については、それぞれ部分市場として分析を行う。 

なお、実際には直収電話、ＣＡＴＶ電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話を選択した場合、通

話部分について利用者がサービスを選択することは通常出来ない。また、ソフトフォ

ンについては、データの入手可能性の点から、市場画定は行っていない。 

 

 

【図表Ⅰ－１ 固定電話領域の市場画定】 
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《東日本／西日本 １０地域》

【【固定電話領域固定電話領域】】

加
入

国際

県外

県内

市外

市内

ＮＴＴ加入電話ＮＴＴ加入電話ＮＴＴ加入電話 直収
電話

直収直収
電話電話

０ＡＢＪ
ＩＰ

０ＡＢＪ０ＡＢＪ
ＩＰＩＰ

ＣＡＴＶ
電話

ＣＡＴＶＣＡＴＶ
電話電話

通
話

ソフトフォン

公
衆
電
話

中継電話中継電話
《《東日本／西日本東日本／西日本》》

０５０－ＩＰ０５０－ＩＰ《《全国全国》》

市市 場場 部分市場部分市場凡例：凡例：

固定電話市場の範囲＝ ＮＴＴ加入電話＋直収電話＋ＣＡＴＶ電話＋０ＡＢＪ－ＩＰ電話
《東日本／西日本 １０地域》

【【固定電話領域固定電話領域】】

加
入

国際

県外

県内

市外

市内

ＮＴＴ加入電話ＮＴＴ加入電話ＮＴＴ加入電話 直収
電話

直収直収
電話電話

０ＡＢＪ
ＩＰ

０ＡＢＪ０ＡＢＪ
ＩＰＩＰ

ＣＡＴＶ
電話

ＣＡＴＶＣＡＴＶ
電話電話

通
話

ソフトフォン

公
衆
電
話

中継電話中継電話
《《東日本／西日本東日本／西日本》》

０５０－ＩＰ０５０－ＩＰ《《全国全国》》

市市 場場 部分市場部分市場凡例：凡例：
 

 

 

 



2 
 

 

２．地理的市場の画定 

 

地理的市場についても、０７年度の市場画定の基準に従い、  

①データの入手可能性 

②代替的なサービスの選択肢の存在 

③各事業者のサービス提供エリア 等 

を踏まえ、東日本と西日本の２地域を地理的市場として画定した。この２地域とは、

以下のとおりである。 

 

（ⅰ）東日本地域 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 

 

（ⅱ）西日本地域 

静岡県、愛知県、三重県、岐阜県、富山県、石川県、福井県、滋賀県、京都府、 

大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、 

大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

 

【図表Ⅰ－２ 東日本、西日本の２地域と見た地理的区分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、必要に応じて、全国１０の地域ブロック（電力系事業者1の業務区域）につい

                                                  
1電力系事業者とは、北海道総合通信網、東北インテリジェント通信、テプコシステムズ、北陸通

信ネットワーク、中部テレコミュニケーション、ケイ・オプティコム 、ケイオプティ・サイバー

ポート、エネルギア・コミュニケーションズ、ＳＴＮｅｔ、九州通信ネットワーク、沖縄通信ネッ
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ても分析を行うこととしており、これらは以下のとおりである。 

（ⅰ）  北海道ブロック：北海道 

（ⅱ） 東北ブロック：青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県、新潟県 

（ⅲ） 関東ブロック：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、 

山梨県、静岡県2（富士川以東） 

（ⅳ） 東海ブロック：長野県3、岐阜県、静岡県（富士川以西）、愛知県、三重県 

（ⅴ） 北陸ブロック：富山県、石川県、福井県 

（ⅵ） 近畿ブロック：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

（ⅶ） 中国ブロック：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

（ⅷ） 四国ブロック：香川県、徳島県、愛媛県、高知県 

（ⅸ） 九州ブロック：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県 

（ⅹ） 沖縄ブロック：沖縄県 

 

【図表Ⅰ－３ 全国１０ブロックと見た地理的区分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                            
トワークを指す。 
2静岡県は、「住民基本台帳人口要覧」（０８年３月）から富士川を境にした世帯数比率を算出し、

その比率に基づき分計している。また、静岡県はＮＴＴ西日本の業務区域であるが、１０地域の

ブロックで画定する際には、富士川を境に以西の地域を東海ブロック、以東の地域を関東ブロッ

クの契約回線数として集計した。したがって、関東ブロックは基本的にＮＴＴ東日本の業務区域

に含まれるものの、ＮＴＴ東日本の業務区域ではない静岡（富士川以東）の契約回線数を含んで

いる。 
3長野県はＮＴＴ東日本の業務区域であるが、今回の地理的市場の画定においては東海ブロックに

相当している。したがって、東海ブロックは基本的にＮＴＴ西日本の業務区域に含まれるものの、

ＮＴＴ西日本の業務区域ではない長野県の契約回線数を含んでいる。 
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第２章 固定電話市場の主要指標の分析 

 

本章では、固定電話市場の主要指標の分析を行う。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約数 

 

固定電話全体では、契約数は０９年３月末時点で５，８４６万契約と年々僅かに減

少が続いている。固定電話全体に占めるＮＴＴ加入電話（ＩＳＤＮを含む）のシェア

は０９年３月末時点で７１．３％と徐々に低下してきているのに対し、直収電話は８．

０％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話は１９．１％と増加傾向にある。引き続き０ＡＢＪ－ＩＰ

電話の増加が大きい。 

 

【図表Ⅰ－４ 固定電話の契約数の推移】 
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（注１）固定電話は、ＮＴＴ加入電話（ＩＳＤＮを含む）、０ＡＢＪ－ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、直収電話（直加入、新型直収、 

直収ＩＳＤＮの合計）を合計したものとする。 

（注２）０ＡＢＪ－ＩＰについては利用数となっており、０３年３月末、０４年３月末時点の利用数は事業者アンケートによる。 

（注３）四捨五入の関係上、合計が１００％にならない場合がある。以下同じ。 

（出所）総務省資料 
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１）固定電話（加入）の契約数 

 

 ＮＴＴ加入電話（ＩＳＤＮを含む）の契約数は、減少を続けており、０９年３月末

時点で４，１６４万となっている。この減少は、新型直収電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話

といった他の固定電話サービスへの移行、また移動体通信による固定電話の代替が要

因となっていると考えられる。 

 

【図表Ⅰ－５ ＮＴＴ加入電話の契約数の推移】 
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 直収電話4の契約数は、０３年から０５年の間に開始されたドライカッパを利用した

新型直収電話5の提供により伸張し、０９年３月末時点で直収電話全体の８５．４％を

占めている。旧来型の直加入電話とあわせ、直収電話全体の契約数は０９年３月末時

点で４６９万となり横ばいに転じている。 

 

 

【図表Ⅰ－６ 直収電話の契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
4ＮＴＴ東西以外の電気通信事業者が提供する加入電話サービスで、直加入電話、直加入ＩＳＤＮ、

新型直収電話、新型直収ＩＳＤＮを合わせた総称をいう。なお、「直加入電話」とは、ＮＴＴ回線

ではなく、自社の電話回線を直接オフィス等に引き込んで提供する電話サービスのこと。ＮＴＴ

東西に対しての施設設置負担金相当額が不要等の利点がある。 
5ＮＴＴ東西が電話局と利用者宅間に敷設しているメタル回線の中で、未使用のもの（ドライカッ

パ）を借り受け、それを用いて提供する加入電話サービスのこと。０３年７月に平成電電、０４

年１２月にソフトバンクテレコム（旧日本テレコム）、０５年２月にＫＤＤＩが提供を開始した。 
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 ＣＡＴＶ電話の契約数は、これまで増加傾向が続いていたが、０７年６月末以降減

少傾向に転じており、０９年３月末で９６万となっている。なお、後述するように、

ＣＡＴＶ電話の提供は一部の地域に限定されている。 

【図表Ⅰ－７ ＣＡＴＶ電話の契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 
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 ０ＡＢＪ－ＩＰ電話6の利用数は、ＦＴＴＨ契約数の増加を反映して依然増加傾向に

あり、０９年３月末時点で１，１１６万となっている。前年の同期と比べると１．４

倍を超えており、引き続き増加傾向にある。 

 

 

【図表Ⅰ－８ ０ＡＢＪ－ＩＰ電話の契約数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
6主にＦＴＴＨによるインターネット接続に伴い提供されている固定電話サービス。ただし、ＨＦ

Ｃ形式（光ファイバと同軸のケーブルを組み合わせた方式。基幹部分に光ファイバを用い、途中

に光電気変換機器を設置してユーザ宅の引き込み線に同軸ケーブルを用いている。）を用いて０Ａ

ＢＪ－ＩＰ電話を提供している例もある。（例：アットネットホームの「プライマリ電話サービス」、

ＫＤＤＩの「ケーブルプラス電話」） 
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２）固定電話（通話）の契約数 

 

 中継電話（マイライン・マイラインプラス）の契約数（延べ）7は、０９年３月末時

点で１３，００９万であり、ＮＴＴ加入電話の契約数の減少等を背景として減少して

いる。 

 

【図表Ⅰ－９ 中継電話（マイライン・マイラインプラス）の契約数（延べ）の推移】 

 
（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
7未登録者数は除外している。なお、未登録者は、マイライン、マイラインプラス導入前の実態を

考慮し、市内・市外ではＮＴＴ東西に、県外ではＮＴＴコミュニケーションズのマイラインに登

録したものと扱われることとなっている。 
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 ０５０－ＩＰ電話の契約数は、０９年３月末時点で９０６万であり、０７年６月末

以降減少傾向となっている。 

 

 

【図表Ⅰ－１０ ０５０－ＩＰ電話の契約数の推移】 
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（注）０３．３と０４．３については、事業者アンケートに基づく数値、それ以降は電気通信事業報告規則第２条に基づき報告

された数値を用いている。 

（出所）総務省資料 
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 ソフトフォン8については、認知度が引き続き低調で、約５割が名前を知らず、サー

ビス内容まで含めると約７割にまだ知られていない。その結果、サービスの利用度は

約２．６％にとどまる。また、認知度、利用度ともに昨年度調査からの変化は小さい。 

 

 

【図表Ⅰ－１１ ソフトフォンの認知度と利用度】 

サービスの内容を詳し

く知っている

6.9%

サービスの内容を半

分程度知っている

14.0%

名前は知っている

が内容はほとん

ど知らない

21.3%

知らない
57.8%

内容を詳しく知っている

10.0%

内容を半分程度

知っている

17.3%

名前は知っているが

内容はほとんど知ら
ない

21.3%

知らない

51.4%

154

21

287

24

369

0 50 100 150 200 250 300 350 400

0 5 0 - I P ? ?

ソフトフォン

マイライン・マイラインプラス

その他

上記の通話サービスはどれも利用していない、

又は分からない

･
･･
N･
x･
ｲ･
ｸ

･
｡･
N･
x･
ｲ･
ｸ

ソフトフォンの認知度 利用している通話サービス（複数回答）

146

27

292

18

390

18

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

0 5 0 - I P ? ?

ソフトフォン

マイライン・マイラインプラス

その他

上記の通話サービスはどれも利用していない、

又は分からない

無回答

 
（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
8ソフトウェアフォンの略。ソフトウェアを用いてインターネット経由で通話を行うもの。 

昨
年
度
調
査 

今
年
度
調
査 
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２．競争状況の分析 

 

（１）事業者数 

 

 固定電話の各サービスを提供する事業者数、中継電話（ＮＴＴ加入電話に係る部分

のみ）を提供する事業者数とも昨年から変化無く、０８年度はそれぞれ３２者、３８

者となっている。 

 

【図表Ⅰ－１２ 固定電話の事業者数の推移】 

2

11

1

18

1 1 1
2 2 2 2 2 2 2

3

5

14
15

18

16

18

21

23

31

33

30

32 32

0

5

10

15

20

25

30

35

８ ５ 年 度 ８ ６ 年 度 ８ ７ 年 度 ８ ８ 年 度 ８ ９ 年 度 ９ ０ 年 度 ９ １ 年 度 ９ ２ 年 度 ９ ３ 年 度 ９ ４ 年 度 ９ ５ 年 度 ９ ６ 年 度 ９ ７ 年 度 ９ ８ 年 度 ９ ９ 年 度 ０ ０ 年 度 ０ １ 年 度 ０ ２ 年 度 ０ ３ 年 度 ０ ４ 年 度 ０ ５ 年 度 ０ ６ 年 度 ０ ７ 年 度 ０ ８ 年 度

０ＡＢＪ－ＩＰ電話

ＣＡＴＶ 電話

直収電話

NTT加入電話

※ 小売サービスを提供する事業者数であり、他事業者から卸

売サービスの提供を受けて小売サービスを提供する事業者数

を含む。

※ CATV電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話については、J：COMグループ

を１者としている。

（事業者）

 

【図表Ⅰ－１３ 中継電話（ＮＴＴ加入電話に係る部分）の事業者数の推移】 

9

1 0

8

1 1

4

1 0 1 0

1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2

1 7

1 9

2 9
2 8

4 5

5 0
5 1

4 7

4 3

3 9
3 8 3 8

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

８ ６ 年 度 ８ ７ 年 度 ８ ８ 年 度 ８ ９ 年 度 ９ ０ 年 度 ９ １ 年 度 ９ ２ 年 度 ９ ３ 年 度 ９ ４ 年 度 ９ ５ 年 度 ９ ６ 年 度 ９ ７ 年 度 ９ ８ 年 度 ９ ９ 年 度 ０ ０ 年 度 ０ １ 年 度 ０ ２ 年 度 ０ ３ 年 度 ０ ４ 年 度 ０ ５ 年 度 ０ ６ 年 度 ０ ７ 年 度 ０ ８ 年 度

国 際

県 外

県 内 市 外

市 内

※ 総 務 省 か ら 事 業 者 識 別 番 号 （00X Y、 0091X Y）の 付 与 を

受 け て 中 継 電 話 サ ー ビ ス を 提 供 す る 事 業 者 数 。

（ 事 業 者 ）
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 なお、ＣＡＴＶ電話は全ての都道府県で提供されているものではなく、その範囲は

限定的で、北海道、関東、近畿、中国、九州の一部のみで提供されている。そのため、

ＮＴＴ加入電話の代替サービスとして全国的に普及している状況とは言えない。 

また、提供者は全てＪ：ＣＯＭグループであるため、事業者数を数える場合は１者

としている。 

 

【図表Ⅰ－１４ ＣＡＴＶ電話の提供エリア】 

提供エリア
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（２）料金 

 

１）利用者料金の類型 

 

 固定電話の料金構造は、主に「基本料」（通信量に関わらず定期的（毎月等）に一

定額を支払う料金）と「通話料」（通信量に応じて支払う従量制料金（一部定額制を

含む））の二部料金制となっている。ＮＴＴ加入電話を例として考えると、それぞれ

の料金は次の図のように各費用に対応している。また、ＮＴＴ加入電話を利用する上

で必要とされてきた「施設設置負担金」については、現在基本料に定額を上乗せする

ライトプランも提供されている。 

 

 

【図表Ⅰ－１５ ＮＴＴ加入電話の主な料金構造】 

加入者宅

加
入
者
回
線
部
分

加入者交換機

中継交換機

基本料

・加入者回線部分の保守・維持費用

・料金請求に係る費用 等

施設設置負担金

・加入者回線部分の新規架設工事に要する費用

・加入電話契約を解除しても返還は行われない。

通話料（接続料）

・交換網設備に係る費用

・通話に関連するトラヒック管理費用 等

 

 

 

 

２）利用者料金の推移 

 

①基本料 

 

 基本料については、新型直収電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話といったＮＴＴ加入電話以

外の固定電話サービスの提供開始を受けて０５年に進展した値下げ以来、横ばいと

なっている。 
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【図表Ⅰ－１６ 固定電話基本料（住宅用）9の推移】 

 

(年度）070602 03 04 0598 99 00 0194 95 96 979385 86 87 88 89 90 91 92

500

1,000

1,500

(1,550円)

95.2 料金改定

ＮＴＴ加入電話（3級局）

(円)

(1,750円)
(1,700円)

05.1 料金改定

※ ＮＴＴ加入電話については、加入時に施設設置負担金を支払った場合の料金である。なお、 02.2に、

毎月の基本料に一定額（640円）を上乗せして支払うことで施設設置負担金の支払いが不要なプラン

（ライトプラン）が登場した。施設設置負担金については、05.3に72,000円から36,000円に値下げされ、

これに併せてライトプランの上乗せ支払額も640円から250円へと値下げされている。

※ ０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話については、インターネット接続とセットの場合の料金。

(1,500円)

05.3 料金改定

(1,500円)

新型直収電話

平成電電

CHOKKA（03.7～）

ソフトバンクテレコム（3級局）

おとくライン（04.12～）

ＫＤＤＩ（3級局）

メタルプラス（05.2～）
(1,330円)ＣＡＴＶ電話

Ｊ：ＣＯＭ Ｐｈｏｎｅ（97.7～）

(650円)

(500円)

ＫＤＤＩ

光プラス（03.10～）

ＮＴＴ東西

ひかり電話（04.9～）

(950円)

05.5 機器利用料を分計

05.1 料金改定

０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話

(1,400円)

06.6 サービス廃止

06.6 「ひかりone」に名称変更

（出所）各社Ｗｅｂサイト 

 

【図表Ⅰ－１７ ＮＴＴ加入電話と新型直収電話の料金比較】 

加入電話
加入電話

ライトプラン

36,000円

2,000円 100円×60月

3級局 1,700円 1,950円

2級局
1,550円

（1,600円）
1,800円

（1,850円）

1級局
1450円

（1,600円）
1,700円

（1,850円）

3級局 2,500円 2,750円

2級局
2,350円

（2,400円）
2,600円

（2,650円）

1級局
2,300円

（2,400円）
2,550円

（2,650円）

※　級局については、３級：大規模局、２級：中規模局、１級：小規模局のイメージ
※　括弧内はプッシュ回線用の場合の料金
※　ＮＴＴ東西の加入電話の開通工事費については、既存の屋内配線が利用可能な場合の費用

施設設置負担金

開通工事費 100円×60月

基本料

住宅用

1,500円

1,350円

2,200円

口座振替：1,400円
窓口支払い：1,500円

事務用

2,350円

口座振替：2,300円
窓口支払い：2,400円

2,050円

ＮＴＴ東西 ソフトバンク
テレコム

（おとくライン）

ＫＤＤＩ
（メタルプラス）

 
（出所）各社Ｗｅｂサイト 

                                                  
9都市部等最も高い「３級局」の基本料（住宅用）（税抜）を示している。 
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②通話料 

 

 通話料についても、０５年度からは特段の変化が見られない。例として、長距離に

おける中継電話通話料の推移を見ると、近年においてはＮＴＴコミュニケーションズ

による「プラチナライン10」の提供以来、目立った動きは見られない。 

 

【図表Ⅰ－１８ 中継電話通話料（長距離）の推移】 

(年度）07060501 02 03 0497 98 99 0093 94 95 9689 90 91 9285 86 87 88

100

300

(400円)
88.2 料金改定

(円/3分)

※ 表示の料金は東京ー大阪間（平日昼間）の通話料金（税抜）である。

ＮＴＴ

(80円)

89.2 料金改定

第二電電 日本テレコム

（87.9～）

フュージョン（01.4～）

200

400

89.2 料金改定

90.3 料金改定

91.3 料金改定

92.6 料金改定

(90円)

(110円)

(140円)

(180円)

(200円)

(240円)

(280円)

(330円)

(360円)

93.10 料金改定

96.3 料金改定

97.2 料金改定

98.2 料金改定

01.3 料金改定

90.3 料金改定

91.3 料金改定

92.4 料金改定

93.11 料金改定

96.3 料金改定

97.2 料金改定

98.2 料金改定

01.3 料金改定

(20円)

(300円)

(280円)

(240円)

(200円)

(170円)
(180円)

(130円)

(100円)

(15円)

ＮＴＴコム

プラチナライン（04.12～）

06.10 日本テレコム、「ソフト

バンクテレコム」に社名変更

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                  
10マイラインプラスの四区分（市内、市外、県外、国際）全てをＮＴＴコミュニケーションズに登

録することで、通話料を大幅に値下げするサービス。 
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【図表Ⅰ－１９ 中継電話通話料（中距離）の推移】 

(年度）89 90 91 9285 86 87 88 97 98 99 0093 94 95 96 07060501 02 03 04

50

100

(140円)

93.10 料金改定

(円/3分)

※ 表示の料金は東京ー前橋間（平日昼間）の通話料金（税抜）である。

ＮＴＴ

(20円)

(80円)

(70円)

(60円)

00.4 料金改定

01.3 料金改定

Ｈ1.2 料金改定

93.11 料金改定

98.2 料金改定

第二電電、日本テレコム

（87.9～）

フュージョン（01.4～）
ＮＴＴコム

プラチナライン（04.12～)

(15円)

06.10 日本テレコム、「ソフト

バンクテレコム」に社名変更

 

 

【図表Ⅰ－２０ 中継電話通話料（市内）の推移】 

(年度）00 060501 02 03 0494 95 96 97 98 99 0785 86 87 88 89 90 91 92 93

5

10
(10円)

01.1 料金改定（ＮＴＴ東日本のみ）

(円/3分)

※ 表示の料金は昼間の通話料金（税抜）である。

ＮＴＴ

(8.5円)

(9円)
01.5 料金改定

ＫＤＤＩ、日本テレコム

（01.5～）
(8.4円)

TTNet

東京電話（98.1～）

(9円)

ＮＴＴコム

プラチナライン（04.12～）

(8円)

06.12 「東京電話」新規申し

込み受付停止

04.7 「東京電話」事業をフュージョンに譲渡

06.10 日本テレコム、「ソフト

バンクテレコム」に社名変更

 

（出所）各社Ｗｅｂサイト、（社）電気通信事業者協会資料 
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③消費者物価指数（ＣＰＩ）の推移 

 

 価格水準を考察する指標として、全国の世帯が購入する家計に係る財及びサービス

の価格等を総合した物価の変動を時系列的に測定した、消費者物価指数（ＣＰＩ：

Consumer Price Index）の推移を見ることも有益である。 

 ０５年度基準の「固定電話通信料11」について推移を見ると、０５年まで低下した

後、それ以降はほぼ横ばいとなっており、これまでの分析と合致する。 

 

【図表Ⅰ－２１ 固定電話通信料の消費者物価指数（０５年度基準）の推移】 

128.6

120.5

113.6 113.6 113.6

100 100 100 100.1 100.1

0

20

40

60

80

100

120

140

00.1 01.1 02.1 03.1 04.1 05.1 06.1 07.1 08.1 09.1

（出所）総務省資料 

 

 

 

                                                  
11「固定電話通信料」（品目符号 7410）の価格指数の作成に当たっては、所定のモデル式により月々

の価格指数を算出している。具体的には、①トラヒックシェアの高い複数の事業者を選定、②Ｎ

ＴＴ加入電話について基本料金（プッシュ回線・ダイヤル回線の別で加重平均した回線使用料と

配線使用料の合計）と通話料金（家計調査から推計された月額の平均通話料金を、距離別・時間

帯別通信量等により補正）を合計、③直収電話について基本料金（基本使用料と開通工事費の合

計）と通話料金（家計調査から推計された月額の平均通話料金を、距離別通信量等により補正）

を合計、④ＮＴＴ加入電話と直収電話の価格を、事業者・プラン別契約者数により加重平均、と

いう過程により価格を算出し、これを基準年＝100 とする価格指数として計算する。 
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（参考）接続料 
 

 ＮＴＴ加入電話の加入者に対し、中継電話サービスを提供するには、ＮＴＴ東西の

交換機とＧＣ12、ＺＣ13で接続することが必要であり、事業者（ＮＴＴ東西のサービス

部門を含む）はＮＴＴ東西の設備部門に対して接続料を支払う。この推移を見ると、

トラヒックの減少を受けて、０５年度まで一時上昇傾向にあったが、新規投資の抑制

等の環境変化も踏まえたモデルの見直し14が行われ、低下傾向に戻っている。 
 
【図表Ⅰ－２２ ＧＣ、ＺＣの推移】 

 

6.31 6.19
5.81 5.57

4.95
4.60

4.50
4.80 5.13 5.32

5.05 4.69 4.53 4.52

19.78

16.45

14.48

12.93

11.98

10.64

7.65

5.88

4.78

5.79 6.12

7.09 6.84 6.55 6.41 6.38

0

5

10

15

20

25

94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09

（円／３分）

（年度）

GC接続

ZC接続

 

（出所）総務省資料 

 

 新型直収電話サービスを提供するには、ＮＴＴ東西の未利用のメタル加入者回線

（いわゆるドライカッパ）を利用することが必要であり、競争事業者はＮＴＴ東西に

                                                  
12Group Center。加入者交換局のことで、エリア内の加入電話からの回線を集約している。 
13Zone Center。中継交換局のことで、ＧＣからの回線を集約し、他局に中継している。 
14「接続料規則の一部を改正する省令」（平成 17 年総務省令第 14 号）により、ＮＴＳ（Non-Traffic 
Sensitive Cost）コスト（交換機等の費用のうち、通信量に依存せず、回線数に依存する費用）を段

階的に接続料より控除し、毎年、前年度下期及び当年度上期の予測通信量等を用いて接続料を算

定することとされた。なお、「接続料規則の一部を改正する省令の一部を改正する省令」（平成 20

年総務省令第 10 号）により、ＮＴＳコストのうち、実質的にユニバーサルサービス制度の補てん

対象外となるき線点ＲＴ（Remote Terminal：加入者宅と加入者交換機を設置する局舎との間に設

置され、複数のメタルケーブルを収容し、光化して伝送することにより端末回線費用の節減を図っ

ているもの。）－ＧＣ間伝送路費用は段階的に接続料原価へ算入することとされた。 
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対してドライカッパの接続料を支払う。また、ＮＴＴ東西の未利用の光ファイバ（い

わゆるダークファイバ）を利用して０ＡＢＪ－ＩＰ電話を提供するという接続形態も

あり、この場合、競争事業者はＮＴＴ東西に対してダークファイバの接続料を支払う。 
 

代表的な事例として、前者の新型直収電話に関するドライカッパの接続料の推移を

見ると、ここ数年上昇している。接続料に回線管理運営費を含んだ合計額は低下傾向

にあったが、ＮＴＴ東日本における０９年度接続料（０９．２．２４認可）において

は微増となった。なお、ＮＴＴ西日本よりもＮＴＴ東日本の方が低くなっている。 
 

【図表Ⅰ－２３ ドライカッパ接続料の推移】 

認可日   ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

００．１２．１５  １，９０５円 １，９０５円

回線管理運営費 1 回線 １５７円 １５７円

1 請求書 １２８円 １２８円

０２．１．３１  １，７９０円 １，７９０円

回線管理運営費 1 回線 １４３円 １４３円

1 請求書 １２６円 １２６円

０３．２．１４  １，６９０円 １，８０３円

回線管理運営費 1 回線 １３９円 １４７円

1 請求書 １２５円 １２５円

０３．１０．２９  １，２９０円 １，３９９円

回線管理運営費 1 回線 １３９円 １４７円

1 請求書 １２５円 １２５円

０４．２．１７  １，２５６円 １，３１８円

回線管理運営費 1 回線 １２９円 １３５円

1 請求書 １３０円 １３４円

０５．３．１  １，２４８円 １，２５６円

回線管理運営費 1 回線 １１８円 １１２円

０６．３．３  １，２０５円 １，２４１円

回線管理運営費 1 回線 １２８円 １６４円

０７．２．２６  １，２０４円 １，２５４円

回線管理運営費 1 回線 １０７円 １３９円

０８．３．２７  １，２１６円 １，２９４円

回線管理運営費 1 回線 ６９円 ８９円

０９．２．２４  １，２６１円 １，３００円

回線管理運営費 1 回線 ６２円 ７８円

（注）１回線あたり月額料金は各年度の各費用の合計となる。 

    （例：０９．２．２４欄のＮＴＴ東日本は、１，２６１＋６２＝１，３２３（円）） 

（出所）総務省資料 
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（３）市場の集中度 
 

１）固定電話（加入部分） 

 固定電話（加入部分）の契約数に占めるＮＴＴ東西のシェア（ＮＴＴ加入電話及

び０ＡＢＪ－ＩＰ電話）は新型直収電話の提供開始等から減少傾向にあるが、０９年

３月末時点で８４．７％となっており、依然としてシェアは極めて大きい。また、Ｈ

ＨＩは０９年３月末時点で７２５１となり、漸減傾向にあるが、なお極めて高い水準

にある。 
 
【図表Ⅰ－２４ 固定電話（加入部分）の契約数におけるＮＴＴ東西のシェアとＨＨ
Ｉの推移】 
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（注１）ＮＴＴ東西のシェアには、ＮＴＴ加入電話（ＩＳＤＮを含む）、０ＡＢＪ－ＩＰ電話（利用数）が含まれる。 

（注２）ＨＨＩは、ＮＴＴ東西を１者として算出している。 

［東日本地域］              ［西日本地域］ 
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［全国］ 

（注）０５年３月末、０７年３月末の０ＡＢＪ－ＩＰ電話については、それぞれの年の９月末の都道府県別番号利用数の

各者内割合を用いて算出した推計値となっている。 

（出所）総務省資料 
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 東日本、西日本地域の別で契約数（加入）の上位３社シェアを見ると、傾向として

は全国とほぼ同様で、ＮＴＴ東西が９割近いシェアを占め、上位３社シェアとなると

９５％を超える。ＨＨＩを見ても、漸減傾向にはあるものの、東日本、西日本双方共

に７５００を超えており、市場集中度は非常に高い。 

 

【図表Ⅰ－２５ 固定電話（加入部分）の契約数の上位３社シェアとＨＨＩの比較】 

区 分 全国(0８.３) 東日本地域(0８.3) 西日本地域(0８.3) 

契約数 ５,898 万 ２,952 万 2,947 万 

参入事業者数 １５者 １１者 １４者 

ＨＨＩ ７５８７ ７６２２ ７５５４ 

上位１社ｼｪｱ ８６.８% ８６.９% ８６.６% 

上位２社ｼｪｱ 9３.６% 9４.３% ９２.９% 

上位３社ｼｪｱ ９６.１% 9７.０% 9５.２% 

（注１） 全国のＨＨＩ及び上位１～３社シェアについては、ＮＴＴ東西を１者として算出している。 

（注２） ０ＡＢＪ－ＩＰ電話（利用数）については、９月末の都道府県別番号利用数の各者内割合を用いて算出した推計値と

なっている。 

（出所）総務省資料 

 

 

 

２）固定電話（通話部分） 

 

中継電話については、マイライン・マイラインプラスの四区分（市内、県内市外、

県外、国際）の各契約数に、直収電話、ＣＡＴＶ電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話（利用数）

の契約数を合計して区分毎に市場シェア等を算出した。０９年３月末時点でのＮＴＴ

グループのシェアは、市内が７５．９％、県内市外が７３．６％、県外が７２．４％、

国際が６５．３％となっており、国内通話では７割超、国際通話では６割超をＮＴＴ

グループが占めている。また、ＨＨＩの推移を見ると、各区分とも減少傾向にあるも

のの、依然高い水準にある。 
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【図表Ⅰ－２６ 中継電話（市内・全国）の契約数におけるシェアの推移】 
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ＫＤＤＩ ソフトバンクテレコム（旧日本テレコム） その他
HHI

 
（注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０３年３月末、０４年３月末時点の利用数は事業者アンケートによる。  

（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 

 

【図表Ⅰ－２７ 中継電話（県内市外・全国）の契約数におけるシェアの推移】 
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（注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０３年３月末、０４年３月末時点の利用数は事業者アンケートによる。  

（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 



24 
 

【図表Ⅰ－２８ 中継電話（県外・全国）の契約数におけるシェアの推移】 
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（注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０３年３月末、０４年３月末時点の利用数は事業者アンケートによる。 

（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 

【図表Ⅰ－２９ 中継電話（国際・全国）の契約数におけるシェアの推移】 
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（注）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の０３年３月末、０４年３月末時点の利用数は事業者アンケートによる。 

（出所）総務省資料、マイライン協議会資料 
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 なお、中継電話について、東日本、西日本の地理的市場に分け、上位３社シェアを

見ると、双方共に全国と同様ＨＨＩが高い水準にある。 
 

【図表Ⅰ－３０ 中継電話４区分（東西別）の契約数における上位３社シェア（０８

年３月）】 

  
市内 県内市外 県外 国際 

東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 

ＨＨＩ 4353  4163  4013  3819  4749  4961  3441  4017  

第 1 社 

シェア 

ＮＴＴ東 
６３．１％ 
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ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
６８．５％ 

ＮＴＴ 
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ＮＴＴ 
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１４．２％ 

ＮＴＴ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 
１７．４％ 

ＮＴＴ 
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ソフトバンク
テレコム 
６．９％ 

ソフトバンク
テレコム 
６．８％ 

ソフトバンク 
テレコム 
９．７％ 

ソフトバンク
テレコム 
９．０％ 

上位 3 社 

シェア 
88.6% 89.4% 87.3% 88.0% 87.1% 88.8% 82.8% 86.9% 

 

 中継電話については、契約数における事業者シェアの他に、通信量（通信回数、通

信時間）における事業者シェアを把握することが可能である。そこで、市内通話、県

内市外通話、県外通話に係る通信量におけるＮＴＴグループ（ＮＴＴ東西及びＮＴＴ

コミュニケーションズ）のシェアの推移を、また国際通話に係る通信量におけるＫＤ

ＤＩのシェアの推移を通信回数と通信時間の別に見る15と、０７年度におけるＮＴＴ

グループのシェアは、市内通話で７８．４％（通信回数）と８０．１％（通信時間）、

県内市外通話で６０．９％（通信回数）と６４．３％（通信時間）、県外通話で４９．

４％（通信回数）と５１．０％（通信時間）、国際通話についてのＫＤＤＩのシェア

は２２．８％（通信回数）と２３．６％（通信時間）となっている。契約数における

シェアと比較して、県内市外通話と県外通話に関しては、ＮＴＴグループのシェアが

低くなっている。 

【図表Ⅰ－３１ 通信量（通信回数・通信時間）によるＮＴＴシェアの推移（市内通

話）】 
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（注）ここでのＮＴＴとは、ＮＴＴグループのうち、ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを指す。 

（出所）総務省資料 
                                                  
15通信量は集計に時間を要することから、０７年度のデータが最新である。なお、データの制約上、

この通信量データには、０ＡＢＪ－ＩＰ電話及び０５０－ＩＰ電話のトラヒックは含まれない。 
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【図表Ⅰ－３２ 通信量（通信回数・通信時間）によるＮＴＴシェアの推移（県内市

外通話）】 
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（注）ここでのＮＴＴとは、ＮＴＴグループのうち、ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを指す。 

（出所）総務省資料 

 

 

【図表Ⅰ－３３ 通信量（通信回数・通信時間）によるＮＴＴシェアの推移（県外通

話）】 
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（注）ここでのＮＴＴとは、ＮＴＴグループのうち、ＮＴＴコミュニケーションズを指す。 

（出所）総務省資料 

 

【図表Ⅰ－３４ 通信量（通信回数・通信時間）によるＫＤＤＩシェアの推移（国際

通話）】 
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（注）０５年３月から報告対象事業者の範囲を拡大しているため、単純に比較はできない。 

（出所）総務省資料 
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 ０５０－ＩＰ電話については、上位３社のシェアは０９年３月末で８４．７％と

なっており、０７年以降ほぼ横ばいである。ＨＨＩについても、０６年以降大きな変

化は無く、０９年３月末で３２０２となっている。 

 

ただし、利用数のシェアは、番号の指定を受けている事業者から卸売サービスの提

供を受けて小売サービスを行っている事業者のシェアが反映されていない点には留

意することが必要である。 
 

【図表Ⅰ－３５ ０５０－ＩＰ電話における上位３社シェアの推移】 
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（出所）総務省資料 
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３．地理的市場別の分析 

 

 固定電話領域の地理的市場については、原則としてＮＴＴ東西の業務区域を踏まえ

た東日本・西日本の２地域として画定しているが、電力系事業者が参入している０Ａ

ＢＪ－ＩＰ電話に関連した動向も踏まえ、必要に応じて電力系事業者の業務区域を踏

まえた全国１０の地域ブロックについても分析を行うこととしている。ここでは特に、

全国１０の地域ブロックについての分析を行う。 

 

（１）契約数 

 

 固定電話領域の各地域ブロックの契約数を見ると、関東が全国の３６．５％を占め、

関東と近畿のみで５割を超え、東海を加えると６５％に達する。なお、データ入手の

制約上、０ＡＢＪ－ＩＰ電話を除いた契約数は０８年３月時点、０ＡＢＪ－ＩＰ電話

の番号利用数は０８年９月時点の地域ブロック別の各者内シェアを用いて０８年３

月時点の利用数を割り当てたものを用いている。 

 

【図表Ⅰ－３６ 全国１０の各地域ブロックの契約数、全国に対する比率（０８年３

月）】 

区 分 北海道 東北 関東 東海 北陸 

契約数 264 万 495 万 2,159 万 702 万 129 万 

比率 4.5% 8.４% 36.5% 11.9% 2.2% 

区 分 近畿 中国 四国 九州 沖縄 

契約数 1,002 万 344 万 184 万 576 万 52 万 

比率 17.0% 5.8% 3.1% 9.8% 0.9% 

（注） 東海ブロックについては、ＮＴＴ東が提供している地域とＮＴＴ西が提供している地域を合算し、ＮＴＴ東西 1社とし

て計算している。 

（出所）総務省資料 
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（２）事業者数 
 

 各地域ブロックの事業者数を見ると、最も多い関東、近畿で１０者、最も少ない沖

縄で４者がサービスを提供しており、一つの事業者が単独でサービスを提供している

地域ブロックは存在しない。 

 

【図表Ⅰ－３７ 全国１０の各地域ブロックの事業者数（０８年）】 

 
（注）Ｊ：ＣＯＭグループについては、各ブロックで１者として扱っている。 

（出所）総務省資料 
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（３）市場集中度 

 

 固定電話（加入部分）の各地域ブロックにおける市場集中度を見ると、どの地域ブ

ロックにおいても上位３社シェアの合計は１００％に近く、ＨＨＩも極めて高い。 

 

しかしながら、前年と比較するといずれの地域ブロックにおいてもＨＨＩは引き続

きわずかずつ低下してきている。 

 

【図表Ⅰ－３８ 固定電話（加入部分）に関するシェア等（０８年３月）】 

区 分 北海道 東北 関東 東海 北陸 

参入事業者数 ６者 ７者 １０者 ８者 ７者 

ＨＨＩ 8,116 8,811 7,261 8,083 ８,914 

上位１社ｼｪｱ 89.8% 93.8% 84.7% 89.6% 94.3% 

上位２社ｼｪｱ 96.6% 97.8% 93.0% 96.0% 97.7% 

上位３社ｼｪｱ 98.7% 99.8% 96.7% 98.3% 99.9% 

区 分 近畿 中国 四国 九州 沖縄 

参入事業者数 １０者 ８者 ６者 ８者 ４者 

ＨＨＩ 6,444 8,661 8,623 7,821 8,659 

上位１社ｼｪｱ 79.5% 93.0% 92.7% 88.2% 92.9% 

上位２社ｼｪｱ 88.2% 96.2% 96.5% 93.1% 98.0% 

上位３社ｼｪｱ 92.0% 97.8% 98.2% 95.3% 100.0% 

（注）東海ブロックについては、ＮＴＴ東が提供している地域とＮＴＴ西が提供している地域を合算し、ＮＴＴ東西１者として

計算している。 

（出所）総務省資料 
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４．ＩＰ電話市場としての市場分析 

 

 ０５０－ＩＰ電話と０ＡＢＪ－ＩＰ電話については、この区別を認識していない利

用者も多く、各種統計データにおいても両者を合計して収集整理することが一般的に

行われている。また、技術的にも似通っている点が多い。 
 

そのため、０５～０７年度と同様に０８年度においても、０５０－ＩＰ電話と０Ａ

ＢＪ－ＩＰ電話を「ＩＰ電話市場」として一括りとし、競争状況を分析した。 

 

（１）利用数 
 

 ＩＰ電話全体の利用数は、０９年３月末時点で約２０２１．８万であり、固定電話

契約数の約３割強に相当する。また、０ＡＢＪ－ＩＰ電話がその割合を急速に伸ばし

ており、ＩＰ電話全体に占める割合は、０８年３月末時点の０５０－ＩＰ電話５５．

８％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話４４．２％に対し、０９年３月末時点で０５０－ＩＰ電話

が４４．８％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話が５５．２％と逆転している。 
 
【図表Ⅰ－３９ ＩＰ電話の利用数の推移】 
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（注１）０４年３月末以降については、電気通信事業報告規則第 2 条に基づき報告された数値を用いている。 

（注２）０４年１２月末以前については、０５０番号及び０ＡＢＪ番号の合算値となっている。 

（出所）総務省資料 
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（２）市場集中度 

 

 ＩＰ電話全体の利用数における事業者別シェアの推移を見ると、ＮＴＴ東西が１位

でシェア３８．９％を占め、増加傾向にあるのに対し、ソフトバンクＢＢのシェアが

２０．２％と減少傾向にある。この背景の一つには、ＩＰ電話全体の利用数において、

ＮＴＴ東西がシェア１位である０ＡＢＪ－ＩＰ電話の利用数の割合が増加している

のに対し、ソフトバンクＢＢがシェア１位である０５０－ＩＰ電話の利用数の割合が

減少していることが挙げられる。また、上位３社シェアは７３．９％と、依然として

高い水準にある。 

 

【図表Ⅰ－４０ ＩＰ電話全体の利用数における上位シェアの推移】 
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（注１）番号指定を受けている者に限る。 

（注２）ＨＨＩはＮＴＴ東西を１者として算出している。 

（出所）総務省資料 

 

 

 ＩＰ電話のうち、０５０－ＩＰ電話については、既に通話部分の箇所で記述してい

るのでここでは省略する。 
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 ０ＡＢＪ－ＩＰ電話については、シェア１位のＮＴＴ東西が０９年３月時点で７０．

６％を占めている。サービス立ち上がり直後の０５年３月時点においては、ケイ・オ

プティコムやＫＤＤＩが先行したが、ＮＴＴ東西のサービス提供が本格化するに伴い、

０７年に入るまでにＮＴＴ東西のシェアが急増し、その後、ほぼ横ばいとなっている。

また、ケイ・オプティコムのシェアが減少傾向にあるが、ＫＤＤＩは増加傾向にある。

上位３社シェアを見ると、８９．５％と減少しているが、依然として高度に寡占的で

あると言える。 

 

【図表Ⅰ－４１ ０ＡＢＪ－ＩＰ電話の利用数における上位３社シェアの推移】 
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（注２）ＨＨＩはＮＴＴ東西を１者として算出している。 
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５．競争状況の評価 

 

（１）２００８年度の動向 

 

１）ＮＴＴ東西のシェアの動向 

 

 固定電話全体の契約数は年々減少傾向にあり、０９年３月末時点で５，８４６万加

入となっている。この中に占めるＮＴＴ東西のシェア（ＮＴＴ加入電話及び０ＡＢＪ

－ＩＰ電話）は漸減傾向にあるものの、０９年３月末時点で８４．７％であり、依然

として高い水準にあると言える。 

 

また、直収電話は依然増加傾向にあるものの、その伸びがやや鈍化し、ＣＡＴＶ電

話は減少に転じている。 

 

２）ＩＰ電話市場の拡大 

 

 一方、ＦＴＴＨの普及拡大に伴い、０ＡＢＪ－ＩＰ電話が大きく伸張しており、０

９年３月末時点で利用数は約１，１１６万に達し、直収電話の契約数を大きく上回る

に至っている。 
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（２）利用者の観点からの考察 

 

固定電話領域に関する利用者の意向について、「平成２０年度電気通信サービスモ

ニターに対する第１回アンケート調査」16の結果から主要な点について考察する。 

 

固定電話領域のサービスを利用しないという消費スタイルの者について、その理由

を集計すると、「携帯電話を利用しているから」が７５．４％に達している。固定電

話、移動体通信と利用シーン別で端末を分けることなく、一つの端末で電話サービス

を利用する傾向が強まっている可能性がある。 

 

【図表Ⅰ－４２ 固定電話サービスに加入していない理由（２点まで）】 

 
（出所）総務省「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

 

次に、固定電話サービス加入者のサービスの選択理由としては、「昔からそのサー

ビスを利用している」が４９．５％と最も多くなっており、その次に料金に関する理

由、また提供事業者への信頼性に関する理由が挙がっている。全体として、昨年と比

べて大きな変化は見られないが「携帯電話やインターネット等とのセット割引がある

から」を挙げる回答者が微増している。 

                                                  
16０９年４月１０日公表。http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban08_000008.html を

参照。 
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【図表Ⅰ－４３ 加入している固定電話サービスの選択理由（２点まで）】 

 
（出所）総務省「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」、 

「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

 

 さらに、加入している固定電話サービスについて、他の固定電話サービスから変更

して現在のものを利用している者と、以前から現在利用している固定電話サービスを

使い続けて変更していない者とを分けて集計した。 

 

 固定電話サービスを変更した理由としては、「加入している固定電話の料金が安い

から」が４７．７％、次に「携帯電話やインターネット等とのセット割引があるから」

が４７．１％と、昨年に比べれば減少しているものの、料金面の理由を挙げている者

が最も多い。なお、「事業者のブランドや信頼性が高いと思うから」を挙げた回答者

が１２．１％と昨年の倍以上に増加している。この点に関しては、平成２０年度の電

気通信事故件数が平成１９年度の１５１件から１８９件へ増加、特に、重大な事故の

件数が１１件から１８件へ大幅に増加17していることが影響を及ぼしている可能性も

考えられる。 

 

 これに対し、一度も固定電話サービスを変更したことが無い者の理由としては、「事

業者のブランドや信頼性が高いと思うから」が４３．８％と最も高い。また、セット

割引など料金面の理由を挙げた回答者が増加している。 

                                                  
17 「電気通信事故発生状況（平成２０年度）」（総務省、０９年５月２１日公表） 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000022632.pdf を参照 
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【図表Ⅰ－４４ 現在加入している固定電話サービスに変更した理由（２点まで）】 

 

（出所）総務省「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」、 

「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 

 

【図表Ⅰ－４５ 現在加入している固定電話サービスを変更していない理由（２点ま

で）】 

 

（出所）総務省「平成１９年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」、 

「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第１回アンケート調査結果」 
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 携帯電話を常時使用する回答者の増加、他のサービスとのセット割引など料金水準

を重視する回答者数等を考慮すれば、固定電話と携帯電話のセット提供、あるいは固

定電話とインターネット接続のセット提供など他領域のサービスに固定電話市場に

おけるシェアが影響することも考えられる18。なお、この調査はあくまでモニター調

査であり、以下の考察が利用者全体及びその代表的な利用者の意向とは必ずしも一致

しない可能性があることに留意が必要である。 

 

（３）市場支配力 

 

１）固定電話市場（加入部分） 

 

① 市場支配力の存在 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴ東西が市場支配力を単独で行使し得る

地位にあると評価する。現存の市場構造や事業者間の競争状況においては、一定の競

争ルールの存在なしには、シェア１位のＮＴＴ東西が単独で価格その他各般の条件を

左右し得る地位にある蓋然性が高い。 

 

a)量的基準 

 

 固定電話市場（加入部分）におけるＮＴＴ東西の市場シェアは、近年緩やかな減少

傾向にあるものの、０９年３月末時点で８４．７％と、依然として他の競争事業者の

シェアとの差は大きく、市場では引き続き大きな存在となっている。 

 

 この傾向は地理的市場個別に見ても同様で、０８年３月末時点で東日本地域におい

ては８７．０％、西日本地域では８６．７％となっており、全国１０地域に分けた場

合は関東、近畿を除けば他８地域でシェアは９０％を超えている。 

 

b)その他の主な判断要素 

 

ＮＴＴ東西は、契約数において大きな市場シェアを占めているだけではなく、設備

面でも引き続きシェアが大きい。０８年３月時点で、メタルと光ファイバ等を合わせ

た加入者回線数シェアは９１．０％、光ファイバのみを見ても７８．９％、メタルの

                                                  
18なお、固定電話サービスの料金について、総務省にてＯＥＣＤモデルに基づく内外価格差に関す

る調査を行っている。（最新のものは、http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/080801_8.html
を参照。）これによると、ＯＥＣＤモデルに基づく東京の料金は、住宅用はソウルに次いで安く、

通常料金は平均的、割引料金は中位の水準、事務用はソウル、ニューヨークに次いで安く、通常

料金、割引料金とも中位の水準にあるとされている。 
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みを見ると９９．８％となっており、不可欠設備を保有している状況にある19。 

 

このため、競争事業者がサービスを提供する際に、ＮＴＴ東西の設備を借り受ける

ことが必要な場合があり、この設備利用に関する各種手続等を通じて、競争事業者に

影響を与えることが可能である20。 

なお、独占的な市場であるため、協調による市場支配力については省略する。 

 

② 市場支配力の行使 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場の環境下においては、ＮＴ

Ｔ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は低いと評価する。 

  

ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備に基づく接続規制、行為規制、プライス

キャップなどのサービス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・牽制する

ための一定の歯止めとなる措置が講じられている。総務省では、指定電気通信設備の

範囲やＮＴＴグループに係る累次の公正競争要件（活用業務認可制度に係るものを含

む。）の有効性について定期的に検証することを目的として「競争セーフガード制度」

を０７年度から運用しており、これによりこれら措置の有効性を担保している。 

 

また、新型直収電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話の提供のように、シェアは小さいながら 

も、ＮＴＴ東西の競争事業者が価格面・サービス面で競争を展開している状況にあり、

特に後者の０ＡＢＪ－ＩＰ電話は今後の更なる伸張も期待される。そのため、ＮＴＴ

東西が固定電話に関する料金を引き上げるインセンティブは働きにくいと考えられ

る。 

 

ただし、モニターアンケート調査結果を考慮すれば、他領域のサービスとのセット

提供と固定電話サービスの選択が関連している可能性がある。例えば、ＦＴＴＨ市場

でのＮＴＴ東西のシェア増大（０９年３月末時点で７４．１％）に対して０ＡＢＪ－

ＩＰ電話とのセット提供が寄与している可能性があると考えられる。 

 

また、競争事業者からは、ＮＴＴ東西が保有するＮＴＴ加入電話の顧客情報によっ

て営業面等で競争事業者に対して優位である可能性について指摘がある。このような

状況を踏まえれば、固定電話市場における市場支配力のＦＴＴＨ市場等他市場でのレ

バレッジの有無等について、引き続き注視が必要である。 

 

                                                  
19この中には、固定電話向けのネットワークのみならず、インターネット接続や法人向けネット

ワーク等に用いられるものも含まれている。 
20例えば、新型直収電話のサービス提供は、ＮＴＴ東西のドライカッパの利用により成り立つ。 
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２）中継電話（部分市場） 

 

① 市場支配力の存在 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴグループが単独又は複数の事業者が協

調して市場支配力を行使し得る地位にあると評価する。 

 

a)量的基準 

 

 中継電話市場におけるシェア１位のＮＴＴグループのシェアは０９年３月末時点

で市内が７５．９％、県内市外が７３．６％、県外が７２．４％、国際が６５．３％

となり、競争事業者のシェアとの差は大きく、またシェアは安定的である。上位３社

シェアは市内が８８．２％、県内市外が８７．０％、県外が８６．４％、国際が８３．

６％であり、ＨＨＩは市内が２７３６、県内市外が２５５０、県外が３８９１、国際

が３０２７となっており、市場は高度に寡占的である。 

 

b)その他の主な判断要素 

 

 ＮＴＴ加入電話に係る中継電話部分のマイラインやマイラインプラスは、利用者が

提供事業者を変更する際には電話番号毎に「マイライン登録料（税込８４０円）」を

支払う必要があり、諸手続を含めると相当程度のスイッチングコストが生じる。 

 

 また、ＮＴＴコミュニケーションズは直収電話に参入するのではなく、プラチナラ

インの提供によるＮＴＴ加入電話に係る中継電話部分の低廉な通話料で競争を行っ

ている。ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズは資本関係を有していることから、

両者の間に一定の結び付きが存在する可能性があり、協調の要因となることが考えら

れる。一方で、ＮＴＴグループ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクテレコムの間での協調関係

を考慮する必然性は低い。 

 

 さらに、固定電話における通話サービスは同質的であり、市場も成熟していると考

えられる。 

 

② 市場支配力の行使 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴグループが単独又は複数の事業者が協

調して市場支配力を行使する可能性は低いと評価する。 

 

 ０ＡＢＪ－ＩＰ電話の伸びが大きく、全体としては減少傾向にあるＮＴＴ加入電話
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に係るマイライン・マイラインプラスに基づくＮＴＴグループの中継電話でのシェア

拡大には一定の制約があると考えられる。ただし、この点については、今後の０ＡＢ

Ｊ－ＩＰ電話におけるＮＴＴ東西のシェアの推移を注視する必要がある。 

 

 また、通話における機能や効用が類似し、中継電話より安価な０５０－ＩＰ電話や

ソフトフォンが潜在的な競争圧力として存在するため、少なくとも短期的に見てＮＴ

Ｔグループが中継電話の料金を引き上げる誘因は低いと考えられる。 

 

 

 

３）０５０－ＩＰ電話（部分市場） 

 

① 市場支配力の存在 

 

a)単独での市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 

 

ⅰ)量的基準 

 

 ０５０－ＩＰ電話市場におけるシェア１位のソフトバンクＢＢのシェアは０９年

３月末時点で４５．０％、２位のＮＴＴコミュニケーションズは３２．９％となって

おり、双方ともにほぼ横ばいで、シェアが拮抗している状況にある。 

 

ⅱ)その他の主な判断要素 

 

０５０－ＩＰ電話市場においては、参入は他の各種固定電話サービスと比較して容

易であり、事業者数も多く、価格面やサービス面で活発な競争が展開されていると考

えられる。 

 

b)複数の事業者による市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、複数の事業者が協調して市場支配力を行使し

得る地位にあると評価する。 
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ⅰ)量的基準 

 

０５０－ＩＰ電話市場における上位３社シェアの合計は、０９年３月末時点で８４．

７％、ＨＨＩは３２０２となっており、市場は高度に寡占的である。また、０７年以

降このシェアはほぼ横ばいである。 

 

ⅱ)その他の主な判断要素 

 

０５０－ＩＰ電話のサービス内容や料金体系、品質等においては、同一サービスの

加入者間の通話無料等の割引料金等、事業者毎のサービス間に一定の同質性が生まれ

る傾向があると考えられる。 

 

また利用数が緩やかな減少傾向にあるため、０５０－ＩＰ電話市場は成熟しつつあ

ると考えられ、新たな利用者獲得の中でのシェア獲得競争といったものが起こりにく

い状況にある。 

  

② 市場支配力の行使 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支

配力を行使する可能性は低いと評価する。 

 

０５０－ＩＰ電話はＡＤＳＬ等のブロードバンドの付加サービス的な位置付けで

あり、音声通話が安価に実現できることが重要な意味を持っている。また、音声同一

サービスの加入者間での通話無料等の割引料金が定着しており、利用者にも認識され

ている。このため、０５０－ＩＰ電話に関する利用料を引き上げるインセンティブは

働きにくいと考えられる。 

 

さらに、潜在的な競争圧力として、中継電話やソフトフォンが存在している。これ

らは安価な音声通話を実現するものとして、効用が類似している上、０５０－ＩＰ電

話よりもより安価なサービスを提供しているものもある。これらとの需要の代替性が

一定程度存在している点を考えると、この点からも利用料を引き上げるインセンティ

ブが働きにくいと判断できる。 

 

（４）今後の注視事項 

 

 以上の評価結果を踏まえつつ、評価結果としての今後の注視事項として、以下を指

摘することができる。 

 



43 
 

 他の領域とのセット提供の動向について今後とも注視すべきである。特に、ＮＴＴ

東西の固定電話市場における市場支配力の隣接市場へのレバレッジに関しては、固定

電話の加入市場全体においてはＮＴＴ東西のシェアは減少傾向にあるものの、ＦＴＴ

Ｈとセットで提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話がその歯止めとなるとともに、逆にＦＴ

ＴＨ市場におけるＮＴＴ東西のシェア上昇に繋がっている可能性があると考えられ

る。 

 

また、転居等に伴うＮＴＴ加入電話移転手続の際にＢフレッツサービスの営業活動

が行われているとの指摘もある21。これらを踏まえれば、固定電話市場における市場

支配力のブロードバンド市場等隣接市場へのレバレッジの有無については、今後も注

視していく必要がある。 

 

 この他、固定電話市場における競争状況については、引き続き固定電話領域内の競

争状況、ソフトフォンの普及動向、ＦＭＣの進展に伴う固定・移動の融合・連携の進

捗、サービスのバンドル化の進展等を注視していくことが必要である22。 

 

 

                                                  
21例えば「競争セーフガード制度の運用に関する意見及びその考え方」（総務省、０９年２月２５

日公表）における意見４８において、イーアクセス、イーモバイルが「ユーザが NTT116 窓口にお

いて、加入電話移転転居の手続を行った際に、ユーザから Bフレッツに関する問合せを行ってい

ないにも拘らず、現状の他社サービスの利用状況を確認された上で、移転先において Bフレッツ

サービスの勧誘が奨励されていないか等」についての検証が必要とする意見、ケイ・オプティコ

ムが「マーケティング調査のために、フレッツ光ユーザに対しフレッツ光を選択した理由やきっ

かけをお聞きしたとき、加入電話の移転のためにＮＴＴに連絡・相談した際にフレッツ光に誘導

されたととれる回答が散見されました。」との意見を提出している。ただし、この意見に対して、

ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本は顧客情報の適切な取扱いや委託業務で知り得た情報の目的外利用

の禁止について業務委託契約に規定する等、適切な措置を講じている旨意見を提出している。 
22なお、ＦＭＣやサービスのバンドル化に関しては、第Ⅴ章「新サービスの市場競争への影響に関

する分析」において利用者の需要動向等に関して基礎的な分析を行っている。 
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【参考】 固定電話の各サービスにおける主な料金（０９年４月時点） 

 

（１）ＮＴＴ加入電話、新型直収電話、ＣＡＴＶ電話の料金 

事業者名 基本料 通話料(３分／8:00～19:00) その他

住宅用 市内 県内
60㎞
以内

県間
100㎞
以上

携帯への
通話

ＩＰ電話への
通話

3級局 ２級局 1級局 ISDN
64

加入
電話

ＮＴＴ
東日本

1700
(税込
1785)

1550
(税込

1627.5)

1450
(税込

1522.5)

2780
(税込
2919)

8.5
(税込8.925)

(ｲﾁﾘｯﾂ・ﾌﾟﾗﾝ1の場合)

－

※携帯電話事
業者ごとに異な
る
(0036利用)

※ＩＰ電話事業者
ごとに異なる

・ﾌﾚｯﾂISDNまたはﾌﾚｯﾂADSL利用時にﾏｲﾗｲ
ﾝ・ﾌﾟﾗｽを市内・県内市外ともＮＴＴ東にした場
合、ﾌﾚｯﾂ料金を月額10％割引
※ﾌﾚｯﾂ・ADSL ｴﾝﾄﾘｰﾀｲﾌﾟを除く
・左記料金表に加え、1電話番号ごとにユニ
バーサルサービス料8円（税込8.4円）／月が
必要

新型
直収
電話

ソフトバンクテ
レコム（旧日本
ﾃﾚｺﾑ）
(おとくﾗｲﾝ)

1500
(税込
1575)

1350
(税込

1417.5)

1350
(税込

1417.5)

2580
(税込
2709)

7.89
(税込8.2845)

(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

14.9
(税込15.645)

(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

75.0
(税込78.75)

(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

10.0
(税込10.5)

(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

・おとくﾗｲﾝﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽは基本料無料

KDDI
(ﾒﾀﾙﾌﾟﾗｽ)

1400(税込1470)
※個人向けISDNはなし

※窓口支払いの場合は1,500(税込1,575)

8.5
(税込8.925）

30
（税込31.5）

80
(税込84)

46.5
(税込48.825)
（au宛）

48.0
(税込50.4)
（それ以外）

10.0
(税込10.5)

・「au自宅割」により、au携帯からの自宅への
通話料が半額（ひかりone電話、au one net
のADSL、050番号ｻｰﾋﾞｽ、ｹｰﾌﾞﾙﾌﾟﾗｽ電話、
ﾏｲﾗｲﾝﾌﾟﾗｽで3区分以上KDDIに登録時も同
様）
・au one net ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ ﾒﾀﾙﾌﾟﾗｽ電話ｺｰｽは
月額945円でつなぎ放題（通信料無料）
・KDDIのﾒﾀﾙﾌﾟﾗｽ電話､ADSL one、ひかり
one(au one net）､au one netまたはﾏｲﾗｲﾝの
請求書とauの請求書をまとめると、固定通信
側の月額請求額から105円割引

ＣＡ
ＴＶ
電話

ジュピターテレ
コム
（J:COM 
PHONE)

1,330(税込1,397) 7.9
(税込8.295)

※ J:COM 
PHONE 加入
者間なら5.0
(税込5.250)

25.5
(税込26.775)

※ J:COM 
PHONE 加入
者間なら15.0
(税込15.75)

68.0
(税込71.4)

※ J:COM PHONE 
加入者間なら40.0
(税込42.0)

52.5
(税込55.125 )
（ドコモ）

54
(税込56.7)
（au.ソフトバン
ク）

58.5
（税込61.425）
（イー・モバイ
ル）

9.9
(税込10.395)

●ヘビーユーザー割引

通話料金が

・8,000円以上40,000円未満の

場合：8％の割引

・40,000円以上の場合：10％の

割引 を適用

●とくとくトーク（月定額料250円)
（税込263円）

県内／県外への通話が一律

県内：7.9円（税込8.3円） ／3分

県外：14.8円（税込15.5円）／3分

特定通話先（J:COM PHONE、

J:COM MOBILE）への通話10,000円

（税込10,500円）分の通話料が無料

 

※１ 平成１８年６月１６日に日本テレコムに事業譲渡。同年 10 月、日本テレコムはソフトバンクテレコムに社名変更。 
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（２）中継電話の料金 

事業者名 基本料 通話料(３分／8:00～19:00)

住宅用 市内 県内
60㎞
以内

県間100㎞
以上

携帯への
通話

ＩＰ電話への
通話

３級局 ２級局 1級局 ISDN64

NTTコミュニケーショ
ンズ
(プラチナライン）

8.0
(税込8.4)

15
(税込15.75)

48.0
(税込50.4)

(0033利用)

ソフトバンクテレコム
（マイラインプラス）

8.5
(税込
8.925）

30
（税込
31.5)

80
(税込84）

54
(税込56.7)

ＫＤＤＩ
（マイラインプラス）

8.5
(税込
8.925）

30
（税込
31.5)

80
(税込84）

49.5
(税込51.975)

※auあての通
話の場合

47.025
(税込49.376)

 

 

（３）０ＡＢＪ－ＩＰ電話の料金 

会社名 サービス名 月額利用料
（利用料にはアダ
プタ使用料等も含
む。また、それとは

別にアクセス回
線料やプロバイ
ダー料が必要。）

通話料 備考

加入者間 国内 携帯への
通話

米国への
通話

NTT東日本 ひかり電話 500円
（税込525円）

8円/3分
(税込8.4円)

8円/3分
(税込8.4円)

16円/分
（税込16.8円）
～17.5円/分

（税込18.375円）

9円/分 他社IP電話（050番号）への
通話は、通話相手ごとに分
かれ、10.4円～10.8円となる。
（3分）
また、Chや番号の追加取得
が可能。

KDDI ひかりone
電話

500円
（税込525円）

8円/3分
(税込8.4円)

8円/3分
(税込8.4円)

au：
15.5円/分

（税込16.275円）

上記以外：
16円/分

（税込16.8円）

9円/分 「au→自宅割」により、auケータイ
からの通話料が半額になる。
自宅がauおうち電話の場合はau
ケータイから自宅への通話は無料
になる。

オプションで050番号サービス
（KDDI-IP電話）に申込めば、
KDDI-IP電話（050番号）や提携ISP
のIP電話への通話は無料。

ケイ・オプ
ティコム

eo光電話 286円
（税込300円）

０円 近畿2府4県：
7.4円/3分

（税込7.77円）

それ以外：
8円/3分

(税込8.4円)

18円/分
（税込18.9円）

6円/分 無料提携ISPの050-IP電話への通
話は無料。

ソフトバンク
テレコム

BBフォン光 1550円
（税込1627円）

０円
（ BBフォン

を含む）

7.99円/3分
（税込8.3895円）

25円（昼間）/分
（税込26.25円）
20円（夜間）/分

（税込21円）

7.99円/3分 無料提携ISPの050-IP電話への通
話は国内限定通話料と同じ。

また、一部のプランのBBフォンに
ついては050番号にかけない場合
は無料にはならない。
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（４）０５０－ＩＰ電話の料金 

会社名 サービス
名

基本
料

通話料 ＩＰ網卸会社 備考

加入者間 国内限定 携帯 米国

ＮＴＴコ
ミュニ
ケーショ
ンズ

ＯＣＮドッ
トフォン

０円 ０円 8円/3分
（税込8.4円）

16円/分
（税込16.8円）

9円/分
（グアム、サイ
パンを除く）

ＮＴＴコミュニ
ケーションズ

「ひかり電話」と併存可
能。発信の際にはＯＣ
Ｎドットフォンが優先さ
れる。

ＫＤＤＩ KDDI-IP
電話

０円 ０円
（ひかりone・

ADSL oneの場
合は150円（税

込157円））

8円/3分
(税込8.4円)

Au：
15.5円/分

（税込16.275円）

上記以外：
16円/分

（税込16.8円）

9円/分 ＫＤＤＩ ADSLの低料金タイプ
ではIP電話付きプラン
となしプランがあり、有
りプランの方が294円
（税込）高い。

ニフティ @nifty
フォン
(C,F,K)

０円 ０円
(ただし、同じタ
イプ同士及び各
タイプの無料通
話相手のみ)

8円/3分
(税込8.4円)

18円/分
（税込18.9円）

タイプ：F
2.5円/分

タイプ：C,K
9円/分

@niftyフォン-
C：NTTコミュ
ニケーション
ズ
@niftyフォン-
F：ぷららネッ
トワークス
@niftyフォン-
K：KDDI

@niftyフォン-C,F間は、
通話無料
@niftyフォン-CとKまた
はFとKは、それぞれ異
なるグループのIP網を
利用しているため、異
なるタイプへの発信通
話料がかかる。

 
 

（５）トリプルプレイサービスの料金 

会社名 電話 インターネット
接続

テレビサービス 統合料金

ＫＤＤＩ

（ひかり
one）

8.4円／３分
（０ＡＢ～Ｊ）

※オプションで０５０ＩＰ電話
も可

最大１００Ｍ
（ひかりone
ネットサービ
ス）

多チャンネル放送（５０ＣＨ）
ＶＯＤ（約５，０００本）

９，６６０円（ひかりoneホーム）
６，６１５円（ひかりoneマンションタイプE（イーサネット））

ソフトバン
クＢＢ
（Yahoo! 
BB 光）

8.3895円／３分
（０ＡＢ～Ｊ）

最大１００Ｍ

（Ｙａｈｏｏ！ＢＢ
光）

多チャンネル放送
（チャンネルサービス ３５CH）
ＶＯＤ
（電子レンタルビデオ 約５，０００本）

８，９６６円
（ Yahoo! BB 光 TV package（ホーム）＋ＢＢフォン光）
４，７６６円
（ Yahoo! BB 光 TV package （マンション）＋ＢＢフォン光）

ＮＴＴ東
ぷらら

アイキャ
スト

8.4円／３分
（０５０／ぷららフォン）
（０ＡＢ～Ｊ／ひかり電話）

最大１００Ｍ
（Ｂフレッツ）

多チャンネル放送
（基本サービス１０CH、プレミアチャンネル
２０CH以上、総チャンネル７０CH以上）
ＶＯＤ（約１０，０００本）

９，９７５円（※１ ※２ ※３）

（戸建て向け（ホームタイプ）：ぷらら光トリプルパック／お値
うちプラン）
７，１３９円（※１ ※３ ※４）

（集合住宅向け（マンションタイプ）：ぷらら光トリプルパック
／お値うちプラン）

ジェイコム
東京

8.295円／３分
（０ＡＢ～Ｊ）
（ＪＣＯＭ間５．３円／３分）

最大４０Ｍ
（J:COM NET
４０Ｍコース）

多チャンネル放送
（地上放送、ＢＳ，ＣＳ含めて１００ＣＨ以上）
ＶＯＤ（約１３，０００本）

８，８００円（税込）
（お得プラン４０：J:COM NET ４０Mコース＋J:COM TV デ
ジタル＋J:COM PHONE）
※通常パック料金は１０，８１５円

ケイ・オプ
ティコム

7.77円／３分（近畿２府４
県）
8.4円／３分（それ以外）
（０ＡＢ～Ｊ）

最大１００Ｍ
（eo光ネット）

多チャンネル放送
（地上放送、ＢＳ・ＣＳ含めてコンパクト ３１
CH、ベーシックHD ６７ＣＨ、プレミアムHD ８
３ＣＨ）

８，７００円
（eo光テレビ ベーシックHD ＋eo光電話＋eo光ネット（ホー
ムタイプ）１００Ｍコース）
８，０２５円
（ K-CAT eo光テレビ ベーシックHD＋eo光電話＋eo光ネッ
ト（マンションタイプ））

 
※１ インターネット接続サービスおよび映像配信サービス「ひかりＴＶ」はＮＧＮ（フレッツ 光ネクスト）にも対応。 

※２ ＮＴＴ東日本 Ｂフレッツ ハイパーファミリータイプ利用の場合。機器利用料、チューナーレンタル料、屋内配線利用料等を含む。 

※３ ＮＴＴ東日本 ひかり電話の月額基本料は含まない。 

※４ ＮＴＴ東日本 Ｂフレッツ マンションタイプ プラン２利用の場合。機器利用料、チューナーレンタル料等を含む。 

（出所）各社Ｗｅｂサイト 

 


